
他県の森林整備等のための新たな税制度の概要 

※１８年４月現在で独自の税制度を導入している１６県に対する聞き取り調査等の結果を愛知県がまとめた資料です。 

※課税の方式は、いずれの県も個人・法人の県民税均等割の超過課税です。 

 
高知県 岡山県 鳥取県 島根県 山口県 愛媛県 熊本県 鹿児島県 

税の名称 森林環境税 おかやま森づくり県民税 森林環境保全税 水と緑の森づくり税 森林づくり県民税 森林環境税 水と緑の森づくり税 森林環境税 

個

人 
５００円 ５００円 ３００円 ５００円 ５００円 ５００円 ５００円 ５００円 上乗せ

税 額 

（年） 
法

人 
５００円 

５％ 

（1～40千円） 

３％ 

（6百～24千円） 

５％ 

（1～40千円） 

５％ 

（1～40千円） 

５％ 

（1～40千円） 

５％ 

（1～40千円） 

５％ 

（1～40千円） 

課税期間 １５～１９年度 １６～２０年度 １７～１９年度 １７～２１年度 １７～２１年度 １７～２１年度 １７年度～ １７～２１年度 

18年度事業

概要 

 

 

【 】は全体

事業費に占め

る当該事業費

の割合 

○公益上重要で緊急に整

備する必要のある森林

の環境面の機能を保全

するための強度間伐の

実施【68％】 

○「木の文化」を身に付

け活動できる人材の養

成、将来を担う子ども

達を対象とした「木の

文化」が身につくよう

な学習への支援等

【10%】 

○こうち山の日を中心と

した県民主導の普及啓

発イベントの開催等

【7%】 

○県民が木にふれあう機

会の創出や木の良さの

ＰＲの実施への支援

【4%】 

○森づくりへの理解、参

加を促す広報活動や情

報発信等【11%】 

○放置された奥地林等で

の切り捨て間伐の実施

や簡易作業道の開設へ

の支援【31%】 

○平成16年台風被害の復

旧のための森林災害復

旧事業（国庫補助事

業）への上乗せ補助

【36%】 

○林業事業体が行う新規

就業者を対象とした職

場内研修への支援

【8%】 

○風倒木を活用した治山

施設の再施工や小規模

木造構造物の整備

【6%】 

○県産材の利用促進

【12%】 

○森林環境学習の推進、

ボランティア支援、森

づくりの普及啓発等

【4%】 

○特に重要な水源地域の

人工林の取得、管理

【3%】 

○放置された奥地の水源

林等を針広混交林化す

るための強度間伐の実

施、荒廃地の植生回復

のための表土かきや防

風工の設置等【91%】 

○間伐等の作業体験や森

林教室の開催、学校林

の育成等への支援

【9%】 

○重要な水源地域内で荒

廃している人工林での

不要木の伐採や広葉樹

植栽の実施【73%】 

○県民自らが企画・立案

した取り組みに対する

支援【21%】 

○森づくりの普及啓発等

【6%】 

○荒廃した人工林を混交

林へ転換するための強

度間伐の実施【47%】 

○繁茂拡大した竹林等の

緊急整備【42%】 

○憩いや安らぎの場とな

る生活に身近な森林の

整備【9%】 

○荒廃が著しい海岸線の

森林における簡易施設

整備や植栽の実施

【1%】 

○森林整備の必要性等の

普及啓発【1%】 

○奥地の源流域の人工林

の針広混交林化に向け

た強度間伐の実施

【17%】 

○河川及び渓流に異常堆

積した流木や土砂等の

除去と渓岸林の整備

【9%】 

○防災機能を重視した集

落周辺の森林の整備等

【13%】 

○地域材を使用した公共

施設の木造化や県立学

校の校舎内装の木質化

等【43%】 

○森林ボランティア活動

フィールドの登録、整

備、森林ボランティア

活動の支援【9%】 

○県民が企画立案実行す

る森林環境保全及び森

林と共生する文化の創

造活動に対する支援

【8%】 

○森林環境学習の推進等

【1%】 

○所有者による適正な管

理が見込めない人工林

の強度間伐、管理放棄

による竹侵入被害の恐

れのある森林の間伐、

竹の除去【72%】 

○皆伐後放置された林地

への広葉樹主体の植栽

【4%】 

○里山林の整備、活用に

対する支援【2%】 

○森林ボランティア活動

の支援【6%】 

○森林環境学習の推進

【8%】 

○森林への理解を深める

普及啓発等【5%】 

○水源かん養等の機能が

広域に及ぶ重要な森林

で、荒廃の危険がある

森林の市町村等による

公有化の支援【3%】 

○管理不十分な森林等の

間伐や針広混交林化に

向けた強度間伐の実

施、作業路・集材路や

間伐機械の整備等への

支援【81%】 

○立地条件や地域特性を

活かした地域提案型に

よる森林整備への支援

【4%】 

○公募方式による、県産

材を活用した木造施設

等の整備や新たな製品

開発への支援【5%】 

○森林環境教育への支援

【5%】 

○森林環境の広報活動や

森林ボランティアの育

成【3%】 

○新たな木材流通システ

ムの構築に向けた研修

の実施や協議会の開催

等への支援【2%】 

[全体事業費] １７７百万円 ５３２百万円 １１５百万円 １８７百万円 ３７５百万円 ３４４百万円 ４２４百万円 ３８７百万円 



  

 福島県 奈良県 兵庫県 大分県 滋賀県 岩手県 静岡県 宮崎県 

税の名称 森林環境税 森林環境税 県民緑税 森林環境税 琵琶湖森林づくり県民税 いわて森林づくり県民税 森林づくり県民税 森林環境税 

個

人 
１，０００円 ５００円 ８００円 ５００円 ８００円 １，０００円 ４００円 ５００円 上乗せ

税 額 

（年） 
法

人 

１０％ 

（2～80千円） 

５％ 

（1～40千円） 

１０％ 

（2～80千円） 

５％ 

（1～40千円） 

１１％ 

（2.2～88千円） 

１０％ 

（2～80千円） 

５％ 

（1～40千円） 

５％ 

（1～40千円） 

課税期間 １８～２２年度 １８～２２年度 １８～２２年度 １８～２２年度 １８～２２年度 １８～２２年度 １８～２２年度 １８～２２年度 

18年度事業

概要 

 

 

【 】は全体

事業費に占め

る当該事業費

の割合 

○荒廃が懸念される公益

的機能の高い水源区域

の森林の調査・測量、

間伐等の実施【38%】 

○市町村が独自性を発揮

して創意工夫を凝らし

た事業を展開するため

の 交 付 金 の 交 付

【30%】 

○森林情報の共有化を図

るための森林GISの整

備や環境に配慮した森

林管理を行う森林認証

制度の普及【17%】 

○間伐材の搬出への支援

や県有施設における間

伐材の率先利用等

【6%】 

○ペレットストーブの開

発や森林整備効果の実

証などの試験研究

【2%】 

○森林環境ゼミナールの

開催や必要なフィール

ドの整備など森林環境

学習の推進【3%】 

○森林ボランティアサポ

ートセンターの設置や

ボランティア団体の活

動の支援【2%】 

○指導者養成、普及啓発

等【2%】 

○手入れの遅れた人工林

における強度間伐の実

施【82%】 

○森林環境教育の指導者

養成、県民や児童生徒

を対象にした体験学習

等の実施【11%】 

○NPOやボランティア組

織等が県民参加の森づ

くりとして行う森林整

備活動への支援【4%】

○森林整備の必要性等の

普及啓発【3%】 

○森林の防災機能向上を

図るための間伐木を利

用した土留工の設置等

への支援【40%】 

○集落の里山林の整備、

簡易な防災施設の設置

や歩道の整備【22%】 

○スギ・ヒノキ等の高齢

人工林の部分伐採と広

葉樹等の植栽による混

交林化への支援【9%】 

○人家等に隣接した森林

のすそ野の抜き切りと

奥地の広葉樹林の整備

【3%】 

○火災に強い樹種による

緑化活動への支援

【13%】 

○環境改善等のための樹

木や芝生による緑化活

動への支援【12%】 

○市街地近郊における周

囲の景観との調和を図

るため緑化活動への支

援【1%】 

○災害懸念のある荒廃森

林での強度間伐や広葉

樹植栽の実施等への支

援【37%】 

○公共施設の木製ベンチ

等の設置や小中学校の

木製机の導入等への支

援など木材利用の推進

【14%】 

○情報提供や講座開催な

どによるボランティア

活動への支援【9%】 

○里山林の整備活動への

支援や技術指針の作成

【8%】 

○子供が学び遊べる森の

整備や子供の森林体験

活動への支援、森林環

境教育ができる指導者

の養成【9%】 

○竹を通直にするシステ

ムの開発や低コスト耐

震補強技術の開発、広

葉樹造林の生育状況や

人工林での自然植生の

侵入状況の調査等

【9%】 

○普及啓発や技術者の養

成支援等【14%】 

○奥山人工林の針広混交

林化のための強度間伐

の実施や長伐期林へ誘

導するために必要な活

動への支援、森林づく

りのあり方等に関する

調査、研究【35%】 

○県民が親しむ場とする

ための里山整備への支

援【22%】 

○県産柱材の提供や木の

学習机導入への支援、

森林資源等の利活用に

かかる研究開発等への

支援【18%】 

○間伐材の買い取りや間

伐材製品等のＰＲ活動

への支援【10%】 

○地域協働による里山整

備やNPO等が提案する

森林づくり活動等への

支援、「流域森林づく

り委員会」の設置

【10%】 

○普及啓発、森林環境学

習の研究会の設置等

【5%】 

○公益上重要で、緊急に

整備する必要のある森

林での混交林誘導伐

（強度間伐）の実施

【97%】 

○地域住民の力を活かし

た里山林等の整備や自

然植生の保全・保護を

目的とした森林の整備

等への支援【2%】 

○事業の評価等【1%】 

○スギ・ヒノキ人工林に

おける環境伐（強度間

伐）や風倒木処理等へ

の支援【93%】 

○里山林や竹林における

整理伐、風倒木処理等

への支援【5%】 

○制度の普及啓発等

【2%】 

○荒廃林地の再造林や針

広混交林化のための強

度間伐の実施等への支

援【73%】 

○森林ボランティア団体

等の育成や自主的な森

林づくり活動、企業や

団体等の参画した社会

貢献の森林づくりへの

支援【21%】 

○子どもたちを対象とし

た森林環境教育の実践

活動への支援【4%】 

○花粉の少ないスギ品種

の苗木生産の促進、雄

花着花量の多いスギの

伐倒及び枝打ちの推進

【2%】 

[全体事業費] ６３８百万円 ２１１百万円 １，７５０百万円 １６８百万円 ４００百万円 ４９８百万円 ６５０百万円 １６９百万円 

 



参 考 

事業内容別の事業費割合一覧表（各県のＨ１８事業を主な目的で分類） 

区  分 森林整備 里山整備 
ボランティア

支援 
森林環境学習 木材利用 普及啓発 担い手養成 都市緑化 試験研究 その他 備考 

岩 手 県 ９７% ２%        １%  

福 島 県 ３８%  ２% ３% ６% １% １%  ２% ４７% その他は、市町村への交付金等 

静 岡 県 ９３% ５%    ２%      

滋 賀 県 ３５% ３２%  １% ２８% ４%      

兵 庫 県 ５２% ２２%      ２６%    

奈 良 県 ８２% ４%  １１%  ３%      

鳥 取 県 ９１%  ９%         

島 根 県 ７３%     ６%    ２１% その他は、県民からの公募事業への支援等 

岡 山 県 ７３%  ２% １% ８% １% ８%  ４% ３%  

山 口 県 ９０% ９%    １%      

愛 媛 県 ２６% １３% ９% １% ４３%     ８%  

高 知 県 ６８%    １４% １８%      

熊 本 県 ７６% ２% ６% ８%  １% １%   ６%  

大 分 県 ３７% ８% ９% ９% １４% ６% ４%  ９% ４%  

宮 崎 県 ７３%  ２１% ４%      ２%  

鹿 児 島 県 ８１%  ３% ５% ５% ２%    ４%  

実施県数 １６県 ９県 ８県 ９県 ７県 １１県 ４県 １県 ３県 ９県  

※「森林整備」の主なものは、荒廃した人工林を混交林化するための強度間伐の実施 


